
ＪＲ東海労ニュース
「能力低い」＝解雇、韓国で運用開始
労働組合は猛反発！
韓国の朴槿恵政権は、労働者の業務能力が著しく低いと会社が判断すれば解雇でき

るとの指針を発表し、１月25日から運用を開始したと、報道は伝えました。これによ

り、労働組合は猛反発し、ストライキなどで反撃しています。

私たちが働くＪＲ東海にも、これと似た制度があることはご存じでしょう。専任社

員への再雇用条件のことです。49歳以降の10年間にボーナスカット５回以上などの

「基準」に該当する社員は、報酬比例部分の年金が支給される年齢までしか専任社員

として雇用されません。事実上の解雇です。また、この「基準」に該当すると「専任

Ⅴ」の区分とされます。処分が無くても、勤務成績が良好でないものと判断されれば、

ボーナスカットの条件に該当します。多くの組合員が、会社の恣意的判断により再雇

用の道を閉ざされたり、「専任

Ⅴ」に落とし込められています。

労働者の立場で考えるならば、

この制度は良いわけがありませ

ん。ＪＲ東海ユニオンは、この

制度を良しとしているのです。

韓国の企業が、労働者の能力

が著しく低いと恣意的に判断す

るかどうかは分かりません。し

かし、会社が気に入らない労働

者は、いつでも解雇されると理

解できます。

ＪＲ東海は、「専任Ⅴ」の区

分を撤回し、恣意的ボーナスカ

ットを止めるべきです。
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